
              秋 葉 台 自 治 会 規 約 

 

第１章 総  則 

 

（目  的） 

第１条 この会は、快適で充実した生活が送れるよう、良好な地域社会の維持及び形 

成を図ることを目的とし、次の各号に掲げる事業を行う。 

 

① 会員相互の連絡と親睦を図ること。 

② 区域内の清掃、緑化推進などの環境整備を図ること。 

③ 集会施設その他の財産の維持管理を図ること。 

④ 福利、厚生等に関すること。 

⑤ 生活改善、文化、体育等に関すること。 

⑥ 防火、防犯等に関すること。 

⑦ 市政との協力及び他団体との連絡調整に関すること。 

⑧ 秋葉台地域内の公園管理に関すること。 

⑨ 建築協定の運営に関すること。 

⑩ その他目的達成に必要なこと。 

 

（名  称） 

第２条 この会は、秋葉台自治会と称する。 

   

（区  域） 

第３条  この会の区域は、西区秋葉台１丁目、２丁目及び 3 丁目の全域とする。 

 

（事務所の所在地） 

第４条  この会は、事務所を西区秋葉台 2 丁目 1 の２７２の秋葉台集会所に置く。 

 

   第２章 会   員 

 

  （会  員） 

第５条 この会は、第３条に定める区域内に住所を有する個人が全て会員となること

ができる。 

２ この会は、正当な理由がない限り第３条に定める区域内に住所を有する個人

の加入を拒まない。  

  ３ 第３条に定める区域内に住所を有する法人、組合等の団体は、総会で表決権 

   を有しない賛助会員になることができる。 

  ４ 会員は、各ブロック単位に組織され、会の運営を図る。 

 

  （入 退 会） 

第６条 この会に入会しようとする者は入会申込書を、退会しようとする者は退会届

を会長あてに提出しなければならない。 

  ２ 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、退会したものとみなす。 

① 住所を区域外に移したとき。 
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② 死亡したとき。 

 

  （会員の権利義務） 

第７条 会員は、次の各号に掲げる権利を有する。 

① この会の各種の事業に参加すること。 

② この規約に基づく役員の選挙権及び被選挙権。 

③ この会の運営について、自由に意見を発表すること。 

  ２ 会員は、次の各号に掲げる義務を負う。 

   ① 会費を納入すること。 

   ② 規約に基づく諸会議の決議に出席すること。 

   ③ 規約及び規約で定められた諸会議の決議に従うこと。 

  ３ 退会した会員は、納入した会費その他の拠出金品の払い戻しを受けることが 

   できない、但し、年度当初に１年分前納した会費は退会者から返金の申請があ

れば残金を返金できる。 

 

   第３章 役   員 

 

  （役員の種類） 

第８条 この会に次の役員を置く。 

   ① 会  長   １名 

   ② 副 会 長   若干名 

   ③ 理  事  ４０名 

   ④ 会  計   １名（上記理事の中から互選にて選出） 

   ⑤ 書  記   １名（上記理事の中から互選にて選出） 

   ⑥ 監  事   ２名 

   ⑦ 専門部長  若干名（上記理事の中から互選にて選出） 

   ⑧ 委 員 長    若干名（上記理事の中から互選にて選出） 

   ⑨ 後援会長   １名（後援会員の中から互選にて選出） 

 

  （役員の職務） 

第９条 会長は、会を代表し、会務を統括する。 

  ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたるときは、会長

があらかじめ指定した順序によって、その職務を代行する。 

  ３ 理事は、会長の命をうけて会務を分担し、必要書類を作成する。 

  ４ 会計は、毎年度末に財産目録を作成するほか、この会の資産及び会計事務 

を処理する。 

  ５ 書記は、各種会議の議事録を作成し保管する。 

６ 監事は、この会の会計、会計業務及び資産の状況を監査し、不正の事実のあ 

   る場合は、総会の招集を請求し、又は招集して報告する。 

  ７ 専門部長（委員長）は、各部（委員会）の責任者として積極的な活動の運営

を図る。 

  ８ 後援会長は自治会運営のサポート役として積極的な活動を図る。 

９ 全役員は、秋葉台地区建築協定運営委員会の業務を兼務する。 

 １０ 全役員は、「押部谷東防災福祉コミュニティ」の班員を兼務する。 
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（役員の任期） 

第１０条 この会の役員の任期は、定期総会から定期総会までの１年間とする。 

ただし、再任は妨げないが、３年を限度とする。 

   ２ 補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 ３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が決まるまでは、その職

務を行わなければならない。 

 

（役員の選任） 

第１１条 理事は定められた各ブロック単位より、１名ずつ互選により選出する。 

ただし、会長経験者は本人から申し出があるとき理事を辞することができる。 

   ２ 会長、副会長は、辞任又はその任期満了時の在任中における理事及び後援

会の中から互選による選出を原則とする。 

   ３ 会計、書記、専門部長、委員長は、理事の中から互選により選出する。 

   ４ 監事は，任期満了時の副会長の中から互選により選出する。 

   ５ 理事会は、理事、監事を除く役員の選出にあたって必要あるときは、理事、

後援会若干名で構成する選考委員会を組織することができる。 

   ６ 全ての役員は総会の承認を得て正式に決定する。 

 

  （役員の報酬） 

第１２条 役員は、無報酬とする。 

 

   第４章  総   会 

   

（種  別） 

第１３条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

   ２ 通常総会は毎年１回３月に開催する。 

   ３ 臨時総会は、会長が必要と認めたとき、全会員の５分の 1以上により会議 

    の目的たる事項を示して請求があったとき、又は監事から第９条第６項の規

定による請求若しくは同項の規定により招集があったときに開催する。 

 

  （構  成） 

第１４条 総会は、全会員で構成する。 

 

  （権  限） 

第１５条 総会は、次に掲げる事項を審議し、議決する。 

① 事業計画、事業報告に関する事項 

② 予算、決算に関する事項 

③ 資産に関する事項 

④ 役員の選任及び解任に関する事項 

⑤ 規約の改正に関する事項 

⑥ 建築協定の運営に関する事項 

⑦ 秋葉台集会所の管理、運営に関する事項 

⑧ 公園管理に関する事項 

⑨ その他重要事項 
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  （招  集） 

第１６条 総会は、会長が招集する。ただし、第９条第６項の規定によるときは、監

事が招集することができる。                  

   ２ 総会を招集するときは、会員に対し会議の目的たる事項及びその内容並び

に日時、及び場所を明示して、開会日の５日前までに文書をもって通知しな 

    ければならない。 

 

  （議  長） 

第１７条 総会の議長は、その総会に出席した会員の中から選任する。 

 

  （定 足 数） 

第１８条 総会は、会員の過半数の出席で成立する。ただし、署名押印のある委任状 

    又は表決書面を提出した会員は、出席者とみなす。 

 

  （議  決） 

第１９条 総会においては、第１６条第２項の規定によりあらかじめ通知した事項に 

    ついてのみ決議できる。 

   ２ 総会の議事は、この規約に別に定めるもののほか、出席した会員の過半数 

    をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

   ３ 会員は、平等に表決権を有する。ただし、利害関係を有する会員は、その 

    議事についての表決権を有しない。 

 

  （議 事 録） 

第２０条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

① 日時及び場所 

② 会員の現在数及び出席者数（委任状及び表決書面の提出者を含む） 

③ 議決事項及び賛成、反対等の人数 

④ 議事の経過及び要領並びに発言者の発言の要旨 

２ 議事録には、出席した会員の中からその会議において選任された議事録署

名人２名以上が議長とともに署名押印しなければならない。 

 

第５章  理事会及び役員会 

 

  （構  成） 

第２１条 理事会は、監事を除く全役員をもって構成する。 

   ２ 役員会は、会長、副会長、専門部長、委員長、会計、書記、及び後援会長

で構成する。 

 

  （権  限） 

第２２条 理事会は、この規約に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

① 総会に付議すべき事項 

② 総会の議決した事項の執行に関する事項 

③ その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 
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２ 前項の議決事項は、理事会の討議決定を経てはじめて執行される。 

３ 役員会は、自治会の運営に関する事項及び理事会に付議すべき事項につい

て協議検討を行う。 

 

（招  集） 

第２３条 理事会は、毎月一回定期的に行う。ただし、会長が必要と認めたとき、ま 

    たは理事から会議の目的たる事項を示して請求があったときに会長が招集

する。 

２ 役員会は適宜会長が、招集する。 

 

  （議  長） 

第２４条 理事会及び役員会の議長は、会長または代理者がこれにあたる。 

 

  （定足数等） 

第２５条 理事会は、第２１条の構成員の過半数の出席を得て成立する。議決は、出 

    席者の過半数を以って成立する。 

 

第６章  資産及び会計 

 

  （資産の構成） 

第２６条 この会の資産は、別に定める財産目録に記載された資産をもって構成する。 

 

  （資産の取得） 

第２７条 会費は、会員の１戸当り、年 4,000円を３か月に 1,000円ずつ徴収する。 

     徴収月は、３月（３・４・５月分） ６月（６・７・８月分）  

９月（９・１０・１１月分） １２月（１２・１・２月分）の各月とする。 

    ただし、会員の同意を得て、複数徴収月分を一括徴収することが出来る。 

   ２ 新規入会者は、入会の翌月より、定期徴収月までを月額 300円として納入 

    する。退会者の会費は、原則として返金しない。但し、退会者からの返金の 

    申請があれば残金を返金できる。 

   ３ 前項に定めるもの以外の資産の取得は、理事会の決議による。 

 

  （資産の管理） 

第２８条 資産は、会計が管理し、その方法は、理事会の決議により定める。 

 

  （経費の支弁） 

第２９条 この会の経費は、収支予算の定めるところにより、資産から支弁する。 

   ２ 会員には、理事会で定める弔慰金を支払うことができる。 

３  会員が部門責任者の指示する会務に出張した場合は、理事会で決定された

交通費及び活動費を支給することができる。 

   ４ 理事会の決定により、庶務を専任して担当する者をおいたる場合には、理

事会で決定した手当てを支給することができる。 

   ５ 前３項の金額の定めは、総会の承認を得るものとする。 
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  （資産の処分） 

第３０条 前条に定めるもののほか、資産の処分は、総会の決議による。 

 

  （事業計画及び予算） 

第３１条 この会の事業計画及び予算は、理事会が作成し、総会の承認を得たものを 

    もって行う。 

   ２ 何らかの事情で総会が遅れ、新期事業計画及び予算が執行できない場合は、 

    前年度のものを基準にして会務を渋滞なく執行する。 

 

  （事業報告及び決算） 

第３２条 この会の事業報告及び決算は、理事会が総会の前に作成し、監事の監査を

受けて、総会の承認を受けなければならない。 

 

  （事業年度及び会計年度） 

第３３条 この会の事業年度及び会計年度は、毎年３月１日に始まり翌年２月末日に 

    終わる。 

 

第７章  集会所及び公園管理会の管理、運営 

 

（集会所及び公園管理会） 

第３４条 集会所及び公園管理会の管理、運営については、別に定める。 

 

   第８章  補   則 

   

（顧 問 会） 

第３５条 削除 

 

第９章  規約の変更 

   

（規約の変更） 

第３６条 この規約は、総会において全会員の４分の３以上の同意を得た後、市長の

認可を得て効力を発生する。 

    

 第１０章  雑   則 

 

（備え付け帳簿及び書類） 

第３７条 この会の事務所には、次の帳簿及び書類を備えておく。 

    ① 規  約 

② 会員名簿 

③ 役員名簿 

④ 許可及び登記等に関する書類 

⑤ 総会及び理事会の議事録 

⑥ 収支に関する帳簿及び証拠書類 
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⑦ 財産目録その他の資産の状況を示す書類 

⑧ その他必要な帳簿及び書類 

２ 会員名簿、役員名簿は会長が保管する。 

 

（閲  覧） 

第３８条 前条の帳簿及び書類は、会員が目的、事由を示して閲覧を求めたときは、 

    業務に支障がない限り、閲覧することができる。 

 

  （解  散） 

第３９条 この会は、総会において全会員の４分の３以上の同意によって解散する。 

 

  （解散時の残余財産の処分） 

第４０条 解散のときに存する残余財産は、総会の決議を経て、この会の目的に合致 

    する団体に寄付するものとする。 

 

  （施行細目の委任） 

第４１条 この規約の施行に関し必要な事項は、理事会の議決を経て別に定める。 

 

 

  付   則 

 

この規約は平成５年４月１日から施行する。 

 

 

 

                   平成 ９ 年３月  一部変更 

                   平成 10 年３月  一部変更 

                   平成 12 年３月  一部変更 

                   平成 13 年３月  一部変更 

                   平成 14 年３月  一部変更 

                   平成 15 年３月  一部変更 

                   平成 20 年３月  一部変更 

                                   ２０１０年３月   一部変更 

                 ２０１２年３月   一部変更 

                 ２０１５年３月   一部変更 

                   ２０１９年３月   一部変更 
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